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Ⅰ. 第二期中期目標・中期計画の概要
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【第一期中期目標・中期計画】 【第二期中期目標・中期計画】
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第二期中期目標・中期計画の概要①



【第一期中期目標・中期計画】 【第二期中期目標・中期計画】
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第二期中期目標・中期計画の概要②



Ⅱ. 平成23年度事業実績
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１．事業計画及び実績

証券化

支援事業

住宅資金

融通事業

住宅融資

保険事業

平成22年度 平成23年度

保険価額の総額（計画） 金 額 6,000 7,000

保険関係成立（実績）
件 数 38,601 31,422

金 額 6,374 4,799

団体信用生命

保険（共済）事業

平成22年度 平成23年度

事業計画 実績 事業計画（当初） 事業計画（変更後） 実績

戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額

買取型 64,000 12,800 114,271 28,082 108,000 23,040 118,000 29,609 110,140 27,868

保証型 1,000 200 527 122 1,000 225 1,000 251 510 117

合計 65,000 13,000 114,798 28,204 109,000 23,265 119,000 29,860 110,650 27,985

（単位：戸、億円）

※ 貸付契約実績とは、機構が融資することを承認した実績をいいます。
※ 平成23年度の事業計画は、平成23年度第１次補正予算を踏まえた変更後のものです。

（単位：戸、億円）

（単位：件、億円）

（単位：件、億円）

平成22年度 平成23年度

事業計画 貸付契約実績 事業計画 貸付契約実績

戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額

合計 45,500 6,074 32,381 3,030 45,500 6,964 29,333 2,647

平成22年度（実績） 平成23年度（実績）

件数 金額 件数 金額

新規加入 90,965 22,342 83,162 20,860

※ 平成23年度の事業計画（変更後）は、平成23年度第３次補正予算を踏まえたものです。



平成23年度

平成23年度
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買取型実績及び残高の推移

２．(a)証券化支援勘定の状況
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保証型実績及び残高の推移

（単位：億円）

（単位：億円）

※ 億円未満は切り捨てています。
※ 上段の棒グラフは各年度末時点での残高。下段の表は各年度の実績です。

※ 億円未満は切り捨てています。
※ 上段の棒グラフは各年度末時点での残高。下段の表は各年度の実績です。

27,817億円

11,914億円

32,863億円

20,474億円

2,045億円

買取実績金額

買取実績件数

2,016億円 10,172億円 9,347億円 8,629億円

8,659件 44,926件 43,540件 38,806件

6,847億円

31,616件

10,127億円

51,461件

付保実績金額

付保実績件数

5億円

27件

894億円

3,407件

1,923億円

6,945件

176億円

619件

40,540億円

5億円

2,743億円

891億円

2,764億円

平成22年度平成21年度平成20年度平成19年度平成18年度平成17年度平成16年度

28,081億円

114,271件

平成22年度平成21年度平成20年度平成19年度平成18年度

122億円

527件

64,372億円

2,633億円

27,867億円

110,140件

86,098億円

117億円

510件

2,468億円

第一期中期目標期間
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平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

財政融資資金への繰上償還額 16,000 20,000 27,000 7,000 3,000 

補償金免除額 4,257 3,309 4,127 961 456

MBS（S種債）発行額 11,000 12,000 14,000 8,000 9,000

財政融資資金への繰上償還状況（補償金免除）

3,772
3,310

2,750

1,777
1,314

1,020 873.25

0

1,000

2,000

3,000

4,000

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

(億円)

補給金等の受入状況

（単位：億円）

２．(b)既往債権管理勘定の財務改善
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一般管理費

（単位：百万円）

常勤職員数

（単位：人）

２．(c)業務運営の効率化

平成18年度 平成23年度 対18年度増減

16,369 12,674 △3,695（△22.6%）

※ 平成18年度は、旧住宅金融公庫及び旧財団法人公庫住宅融資保証協会の一般管理費です。

平成19年度期首 平成23年度期末 対19年度期首増減

1,021 918 △103（△10.1%）



Ⅲ. 平成23年度決算
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１．平成23年度決算（総括表）

（単位：億円）

法人全体で1,323億円の当期総利益を計上し、機構設立以来初めて黒字となりました。

中期目標において中期目標期間の最終年度までに単年度収支の黒字化を達成することとされている既往債権管

理勘定以外の勘定（保証協会承継業務に係るものを除く）については、453億円の当期総利益を計上し、中期目標

を達成しました。

※平成23年度末の利益剰余金のうち、主務大臣の承認を受けて独法第二期に繰り越すこととした以外の金額は国庫に納付しました（P34参照)。

経常利益・
経常損失(△)

当期総利益・
当期総損失(△)

利益剰余金・
繰越欠損金(△)

経常利益・
経常損失(△)

当期総利益・
当期総損失(△)

利益剰余金・
繰越欠損金(△)

経常利益・
経常損失(△)

当期総利益・
当期総損失(△)

利益剰余金・
繰越欠損金(△)

△ 148 △ 258 △ 509 339 338 △ 171 487         597            338            △ 171

　 債権譲受業務経理 △ 127 △ 78 △ 283 326 326 42 453         404            326            42

債務保証等業務経理 △ 22 △ 180 △ 226 13 13 △ 213 34           193            13             △ 213

27 28 △ 15 36 36 21 10           8               36             －                 

24 26 445 69 69 513 45           42             69             226

△ 88 7 3,354 △ 62 43 3,299 26           37             △ 55         3,299

住宅資金貸付等業務経理 29 33 △ 205 10 10 △ 195 △ 19      △ 23         10             △ 195

保証協会承継業務経理 △ 117 △ 26 3,559 △ 72 34 3,494 46           60             △ 65         3,494

△ 255 △ 169 △ 6,994 826 837 △ 6,158 1,081       1,005         837            △ 6,158

△ 440 △ 366 △ 3,720 1,208 1,323 △ 2,496 1,648       1,689         1,225         △ 2,804

△ 197 3,274 487 3,662 684            388            3,354

△ 171 △ 285 453 168 624            453            △ 141

（Ｂ）－（Ａ）
 （参考）

国庫納付後の
利益剰余金・

繰越欠損金（△）

既往債権管理勘定

法人全体

 法人全体（既往勘定を除く）

 平成22年度決算
（Ａ）

 法人全体
（協会経理・既往勘定を除く）

住宅融資保険勘定

財形住宅資金貸付勘定

 平成23年度決算
（Ｂ）

住宅資金貸付等勘定

証券化支援勘定
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２．法人全体の損益の状況

法人全体で1,323億円の当期総利益を計上し、昨年度（△366億円）に比べ1,689億円増益となりました。その主な要因は以下のとおりです。

①法人全体の貸倒引当金繰入額は120億円と、昨年度（1,806億円）に比べ1,686億円減少しました。これは、東日本大震災に関連する貸倒

引当金について、今年度は被害状況等の実態を詳細に調査し金額を精査したこと（※）及び不良債権の処理を進めたこと等によるものです。

（※昨年度は、被害状況等の実態を可能な限り自己査定に反映させ、合理的な見積額（法人全体で791億円）を貸倒引当金に積み増ししました。）

②証券化支援勘定の当期総利益は338億円と、昨年度（△258億円）に比べ597億円増益となりました。これは、フラット35の業績伸張による

買取債権残高の積み上がり(H22末64,372億円→H23末86,099億円)及び貸倒引当金繰入額の減少等によるものです。

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。なお、単位に満たない場合は「0」と表示しています。

平成22年度

資金調達費用 9,156億円

保険引受費用 1,422億円

役務取引等費用 247億円

その他業務費用 98億円

営業経費 257億円

その他経常費用 1,806億円
（うち貸倒引当金繰入額 1,806億円）

経常費用
1兆2,985億円

特別損失 159億円

・特定住宅融資保険責任準備金
繰入額 159億円

資金運用収益 1兆 595億円

保険引受収益 1,121億円

役務取引等収益 14億円

政府補給金収益 512億円

補助金等収益 300億円

その他経常収益 3億円

目的積立金取崩額 45億円

当期総損失 366億円

経常収益
1兆2,545億円

特別利益 188億円

・有価証券売却益 55億円
・抵当権移転登記引当金戻入額 55億円
・団信取引先の株式会社化に伴う株式割当益

40億円
・その他 39億円

経常損失
440億円

東日本大震災の影響による貸倒
引当金積み増し額 791億円

平成23年度

資金調達費用 8,916億円

保険引受費用 1,152億円

役務取引等費用 253億円

その他業務費用 129億円

営業経費 253億円

その他経常費用 120億円
（うち貸倒引当金繰入額 120億円）

経常費用
1兆823億円

特別損失 1億円

資金運用収益 9,673億円

保険引受収益 1,048億円

役務取引等収益 11億円

政府補給金収益 790億円

補助金等収益 444億円

その他経常収益 66億円

目的積立金取崩額 99億円

当期総利益 1,323億円

経常収益
1兆2,031億円

特別利益 17億円

経常利益
1,208億円

・償却債権取立益 17億円
・その他 0.5億円

※表示方法の変更について
独立行政法人会計基準の改訂等により、平成23年度決算から以下のとおり表示しています。

・各種引当金の戻入額は経常収益に計上
・勘定間異動に伴う退職給付引当金の繰入・戻入額はそれぞれ経常費用・経常収益に計上
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2兆6,207億円
減少

３．法人全体の資産の状況

法人全体の資産規模は2兆6,207億円減少しました。これは、フラット35の業績伸張により買取債権が2兆1,727億円増加したものの、

既往債権の回収が進んだこと等により貸付金が3兆9,918億円減少したこと等によるものです。

特別損失金は、政府交付金の受入に伴い、全額を取り崩しました。

貸倒引当金は、東日本大震災の被害状況等を詳細に調査し金額を精査したこと及び不良債権処理を進めたこと等により、2,532億円

減少しました。

（注）主なものを抜粋しています。
※ 億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

平成23年3月31日現在

△ 8,229億円貸倒引当金

36兆2,272億円合計

8,669億円保証債務見返

83億円特別損失金

25兆3,473億円貸付金

6兆4,372億円買取債権

平成24年3月31日現在

△ 5,697億円貸倒引当金

33兆6,065億円合計

7,510億円保証債務見返

-特別損失金

21兆3,555億円貸付金

8兆6,099億円買取債権
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平成23年3月31日現在

2兆6,994億円
減少

４．法人全体の負債及び純資産の状況

法人全体の負債規模は2兆6,994億円減少しました。これは、MBS発行等により債券が1兆2,897億円増加したものの、財政融資資
金借入金等の償還により借入金が3兆9,193億円減少したこと等によるものです。

預り補助金等は、当年度所要額を補助金等収益として収益化しましたが、新たに2,236億円の補助金を受け入れたこと等により
1,789億円増加しました。

法人全体の純資産は787億円増加しました。これは、繰越欠損金が1,225億円減少したこと等によるものです。なお、資本金のうち
一般会計出資金等の519億円については、今後見込まれる事業量のもとでは業務を確実に実施する上で必要がなくなったと認めら
れたため、平成24年3月に国庫納付しました。

（注）主なものを抜粋しています。
※ 億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

787億円
増加

6,977億円資本金

8,669億円保証債務

35兆9,020億円合計

5,893億円預り補助金等

11兆8,555億円債券

21兆5,640億円借入金

△ 3,720億円繰越欠損金

3,252億円合計

平成24年3月31日現在

6,567億円資本金

7,510億円保証債務

33兆2,026億円合計

7,682億円預り補助金等

13兆1,452億円債券

17兆6,447億円借入金

△ 2,496億円繰越欠損金

4,039億円合計
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５．リスク管理債権の状況

区分

平成22年度 平成23年度

既往債権
※1

買取債権等
※2

求償債権
※3

合計 既往債権
※1

買取債権等
※2

求償債権
※3

合計

破綻先債権額 (A) ※4 1,769 65 128 1,961 1,191 71 33 1,296

延滞債権額 (B) ※5 7,022 517 569 8,108 5,600 562 168 6,330

3か月以上延滞債権額 (C) 
※6

1,466 168 0 1,634 1,397 193 0 1,590

小計 (D)=(A)+(B)+(C) 10,257 750 697 11,704 8,188 827 200 9,215

比率 (D) / （G)×100 4.34 0.91 100 3.66 4.16 0.80 100 3.06

貸出条件緩和債権額 (E) 14,946 482 0 15,428 13,664 595 0 14,259

合計 (F)=(A)+(B)+(C)+(E) 25,203 1,232 697 27,132 21,852 1,422 200 23,474

比率 (F) / （G)×100 10.66 1.49 100 8.48 11.09 1.37 100 7.80

総貸付金残高 (G) 236,456 82,805 697 319,959 197,020 103,851 200 301,071

（注）億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。
※1 「既往債権」とは、平成16年度以前に申込みを受理した資金の貸付けに係る債権（財形住宅資金の貸付けに係る債権を除く。）です。
※2「買取債権等」とは、買取債権及び既往債権以外の貸付金に係る債権です。
※3 「求償債権」とは、当機構が平成19年4月1日に独立行政法人に移行するに際し、旧財団法人公庫住宅融資保証協会の権利及び義務を承継したこと並びに債務保証に基づいて弁済を行ったこと

により取得した債権です。
※4 「破綻先債権額(A)」とは、資産自己査定の結果、破綻先に区分された債務者に対する貸付けの元金残高額です。
※5「延滞債権額(B)」とは、資産自己査定の結果、実質破綻先及び破綻懸念先に区分された債務者に対する貸付けの元金残高額です。
※6「3か月以上延滞債権額(C)」とは、弁済期限を3か月以上経過して延滞となっている貸付けの元金残高額（破綻先債権額(A)及び延滞債権額(B)を除く。）です。

（単位：億円、%）

リスク管理債権の状況は、平成22年度から改善しました。

リスク管理債権残高 23,474億円（対前年比 3,658億円減少）

総貸付残高に対する比率 7.80%（対前年比 0.68%減少）



Ⅳ. 平成24年度事業計画
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１．平成24年度事業計画

平成23年度計画 平成23年度補正後 平成24年度計画

証券化支援事業（買取型） 2.30兆円 2.96兆円 1.58兆円

住宅資金融通事業 0.52兆円 0.70兆円 0.52兆円

合 計 2.82兆円 3.66兆円 2.10兆円

平成23年度計画 平成23年度補正後 平成24年度計画

証券化支援事業
（保証型）

特定住宅融資保険の保険価額の総額
0.02兆円 0.03兆円 0.03兆円

債券等に係る特定債務保証の総額

住宅融資保険事業（保険価額の総額） 0.70兆円 0.70兆円 0.29兆円

※ 実績は、証券化支援事業における買取実績・市場金利等の動向により変動する可能性があります。

※ 平成23年度補正後は、証券化支援勘定（買取型）については平成23年度第３次補正予算を踏まえたもの、住宅資金融通事業については平成23年度第１次

補正予算を踏まえたものです。
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平成23年度計画 平成24年度計画

政府補給金
790億円

（790億円）
－

政府交付金
83.25億円

（83.25億円）
－

国庫補助金
2,251.01億円

（25.01億円）
642.09億円

一般会計出資金
109.08億円

（109.08億円）
504.03億円

合 計
3,233.34億円

（1,007.34億円）
1,146.12億円

※１ 平成23年度計画は第３次補正予算反映後の計画額、（ ）内は当初計画額です。

※２ 平成23年度において、出資金519億円を国庫に納付し、補助金11億円を国庫に返還しました。

※３ 平成24年度において、出資金364億円を国庫に納付することとしています。

２．平成24年度国費



買取債権分

直接融資分 -－-
3億円

（4億円）

財形住宅債券

合計(額面ベース）
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1,925億円5,233億円

17,100億円 6,663億円

29,176億円 8,866億円24,683億円

-1,435億円

278億円915億円

200億円

400億円

625億円

700億円

-

-

-

-

50億円-30年

20年

15年

10年

（内訳）

一般担保債券（SB）

538億円
701億円

（745億円）

1,710億円-

930億円-

910億円

1,330億円

4,020億円

23,708億円

実績

32,792億円

（30,341億円）

1,290億円

（1,359億円）

-

4,404億円

（4,592億円）

26,397億円

（23,645億円）

計画※1

平成23年度

6,663億円17,100億円23,708億円
26,394億円

（23,641億円）

（内訳）

住宅宅地債券

資産担保証券（MBS）

実績※2計画

平成24年度

※1 平成23年度の計画欄の金額は第３次補正予算反映後の計画額、（ ）内は当初計画額です。
※2 平成24年度の実績欄の金額は募集日が7月末までのものを計上しています。

３．平成24年度の債券発行計画
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＜参考資料＞

1．資金計画の実績
2．主要経営指標
3．勘定別の決算
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１．資金計画の実績

資金計画の実績

項目 平成22年度 平成23年度 増減

支出

買取債権等 29,076 31,646 2,571

借入金償還
33,013 40,583 7,570

11,231 11,231

債券償還金 20,806 16,275 △ 4,531

その他 41,289 21,881 △ 19,408

計 124,183 110,385 △ 13,798

収入

一般会計出資金 264 109 △ 154

買取債権等回収金 52,736 46,729 △ 6,008

借入金 1,436 1,390 △ 46

債券 23,859 29,175 5,316

国庫補助金等 3,267 3,109 △ 157

その他 42,621 29,873 △ 12,749

計 124,183 110,385 △ 13,798

（単位：億円）

※ 支出欄の借入金償還の（ ）書きは、財政融資資金の任意繰上償還額です。
※ 億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

( )(  0) (           )
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２．主要経営指標

区分 平成22年度 平成23年度 増減

経常収益 12,545 12,031 △ 514

経常費用 12,985 10,823 △ 2,163

当期総利益（△当期総損失） △ 366 1,323 1,689

買取債権残高 64,372 86,099 21,727

貸付金残高 253,473 213,555 △ 39,918

借入金・債券残高 334,195 307,899 △ 26,296

資本金 6,977 6,567 △ 410

自己資本比率 3.10% 3.75% 0.65%

（単位：億円、%）

機構の経営指標

（注）単位未満は四捨五入しています。
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３．（a） 証券化支援勘定の損益の状況

当期総利益は338億円となり、昨年度（△258億円）に比べ597億円増益となりました。これは、フラット35の業績が伸張し、買取債権残高が

積み上がったため(H22末64,372億円→H23末86,099億円)買取債権利息等が増加したことや、貸倒引当金繰入額が減少したこと等によるも

のです。

昨年度に、特別損失として特定住宅融資保険責任準備金繰入額159億円を計上しましたが、今年度は保証債務残高の減少等により戻入

が生じたため、責任準備金戻入額22億円を保険引受収益として計上しています。

平成22年度

資金調達費用 900億円

保険引受費用 35億円

役務取引等費用 82億円

その他業務費用 105億円

うち

金融派生商品費用 28億円

その他 77億円

営業経費 101億円

その他経常費用 331億円
（うち貸倒引当金繰入額 331億円）

経常費用 1,553億円

資金運用収益 1,282億円

保険引受収益 10億円

役務取引等収益 0.3億円

補助金等収益 102億円

その他経常収益 10億円

経常収益 1,405億円

当期総損失 258億円

特別利益 52億円
経常損失
148億円

・有価証券売却益 46億円
・その他 6億円

特別損失 162億円

・特定住宅融資保険責任準備金繰入額 159億円
・その他 4億円

東日本大震災の影響による
貸倒引当金積み増し額 108億円

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。なお、単位に満たない場合は「0」と表示しています。

平成23年度

資金調達費用 1,271億円

保険引受費用 16億円

役務取引等費用 112億円

その他業務費用 135億円

うち

金融派生商品費用 38億円

その他 97億円

営業経費 101億円

その他経常費用 84億円
（うち貸倒引当金繰入額 84億円）

経常費用 1,719億円

資金運用収益 1,608億円

保険引受収益 26億円

うち

正味収入保険料 4億円

責任準備金戻入額 22億円

役務取引等収益 0.3億円

補助金等収益 411億円

その他経常収益 12億円

経常収益 2,057億円

当期総利益 338億円

特別利益 0.6億円

経常利益
339億円

特別損失 1億円
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３．（a） 証券化支援勘定におけるセグメント別損益の状況

当期総利益は326億円となり、昨年度（△78億円）に比べ404億円増益となりました。これは、フラット35の業績が伸張し、買取債
権残高が積み上がったため買取債権利息等が増加したことや、貸倒引当金繰入額が減少したこと等によるものです。

当期総利益は13億円となり、昨年度（△180億円）に比べ193億円増益となりました。これは、責任準備金戻入額を計上したこと
（22億円）や、保険金支払後の回収金が増加したこと等によるものです。

買取型債権譲受業務

保証型債務保証等業務

平成22年度

資金調達費用 900億円

役務取引等費用 82億円

その他業務費用 105億円

営業経費 99億円

その他経常費用 331億円

（うち貸倒引当金繰入額 331億円）

資金運用収益 1,277億円

補助金等収益 102億円

その他経常収益 11億円

当期総損失 78億円

経常収益 1,389億円経常費用 1,516億円

特別損失 4億円

特別利益 52億円

・有価証券売却益 46億円
・その他 6億円

保険引受費用 35億円

役務取引等費用 0.2億円

営業経費 2億円

資金運用収益 5億円
保険引受収益 10億円
役務取引等収益 0.3億円
補助金等収益 0.3億円
その他経常収益 0億円

経常収益 16億円経常費用 38億円

特別利益 0.1億円経常損失
22億円

当期総損失 180億円特別損失 159億円

・特定住宅融資保険
責任準備金繰入額 159億円

・その他 0.1億円

東日本大震災の影響
による貸倒引当金積
み増し額 108億円

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。なお、単位に満たない場合は「0」と表示しています。

債
権
譲
受
業
務
（買
取
型
）

債
務
保
証
等
業
務
（
保
証
型
）

平成23年度

資金調達費用 1,271億円

役務取引等費用 112億円

その他業務費用 135億円

営業経費 98億円

その他経常費用 84億円

（うち貸倒引当金繰入額 84億円）

資金運用収益 1,604億円

補助金等収益 410億円

その他経常収益 12億円

当期総利益 326億円

経常収益 2,026億円経常費用 1,700億円

特別損失 1億円

経常利益
326億円

特別利益 0.6億円

保険引受費用 16億円

役務取引等費用 0.4億円

営業経費 2億円

その他経常費用 0億円

資金運用収益 4億円

保険引受収益 26億円
（うち責任準備金戻入額 22億円）

役務取引等収益 0.3億円

補助金等収益 2億円

その他経常収益 0.2億円

経常収益 32億円経常費用 19億円

経常利益
13億円当期総利益 13億円

経常損失127億円
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３．（b） 住宅融資保険勘定の損益の状況

当期総利益は36億円となり、昨年度（28億円）に比べ８億円増益となりました。これは、保険契約残高が積み上がったこと等によるものです。

この結果、繰越欠損金は解消し、利益剰余金21億円を計上しました。

平成22年度

資金運用収益 23億円

保険引受収益 76億円

うち

正味収入保険料 75億円

支払備金戻入額 1億円

補助金等収益 198億円

その他経常収益 0.1億円

経常利益
27億円

経常収益 297億円

保険引受費用 264億円

うち

正味支払保険金 35億円

責任準備金繰入額228億円

役務取引等費用 0億円

営業経費 7億円

経常費用 271億円

特別損失 1億円

当期総利益 28億円
特別利益 3億円

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。なお、単位に満たない場合は「0」と表示しています。

平成23年度

資金運用収益 28億円

保険引受収益 67億円

うち

正味収入保険料 63億円

支払備金戻入額 5億円

補助金等収益 23億円

その他経常収益 0.1億円

経常利益
36億円

経常収益 118億円

保険引受費用 74億円

うち

正味支払保険金 49億円

責任準備金繰入額24億円

役務取引等費用 0億円

営業経費 7億円

その他経常費用 0.5億円

経常費用 82億円

当期総利益 36億円
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３．（c） 財形住宅資金貸付勘定の損益の状況

当期総利益は69億円となり、昨年度（26億円）に比べ42億円増益となりました。これは、昨年度に引き続き、資金運用収益が資金調達費用

を大きく上回ったことや、東日本大震災に関連する貸倒引当金について被害状況等の実態を詳細に調査し金額を精査した結果、貸倒引当

金戻入額（24億円）を計上したこと等によるものです。

平成22年度

資金調達費用 99億円

役務取引等費用 3億円

その他業務費用 0.2億円

営業経費 8億円

その他経常費用 25億円
（うち貸倒引当金繰入額 25億円）

資金運用収益 160億円

役務取引等収益 0.2億円

その他経常収益 0.1億円

経常収益 160億円

特別利益 2億円

経常費用 136億円

当期総利益 26億円
経常利益
24億円

東日本大震災の影響による
貸倒引当金積み増し額

22億円

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。なお、単位に満たない場合は「0」と表示しています。

平成23年度

資金調達費用 80億円

役務取引等費用 3億円

その他業務費用 0.1億円

営業経費 8億円

その他経常費用 0.5億円

資金運用収益 134億円

役務取引等収益 0.1億円

補助金等収益 0億円

その他経常収益 26億円
（うち貸倒引当金戻入額 24億円）

特別利益 0億円

経常費用 91億円

当期総利益 69億円
経常利益
69億円

経常収益 160億円
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３．（d） 住宅資金貸付等勘定の損益の状況

経常損失は62億円となり、昨年度（△88億円）に比べ26億円増益となりました。これは、貸付金残高が積み上がったため貸付金利息が増加

したことや、求償債権の処理を進めた結果、貸倒引当金繰入額が減少したこと等によるものです。

さらに、特別利益として償却債権取立益７億円及び団体信用生命保険等業務の運営に充てるための目的積立金取崩額99億円を計上した

ことにより、当期総利益は43億円となり、昨年度（７億円）に比べ37億円増益となりました。

平成22年度

資金調達費用 155億円

保険引受費用 2,102億円

役務取引等費用 21億円

その他業務費用 6億円

営業経費 71億円

その他経常費用 74億円
（うち貸倒引当金繰入額 74億円）

資金運用収益 325億円

保険引受収益 2,005億円

役務取引等収益 11億円

その他業務収益 0億円

その他経常収益 0.9億円

経常収益 2,341億円経常費用 2,429億円

特別損失 0.8億円

特別利益 51億円

目的積立金取崩額
45億円

経常損失
88億円

・団信取引先の株式会社化に伴う
株式割当益 40億円

・その他 11億円

当期総利益 7億円

東日本大震災の影響による
貸倒引当金積み増し額

24億円

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。なお、単位に満たない場合は「0」と表示しています。

平成23年度

資金調達費用 161億円

保険引受費用 2,023億円

役務取引等費用 20億円

その他業務費用 5億円

営業経費 70億円

その他経常費用 45億円
（うち貸倒引当金繰入額 44億円）

資金運用収益 340億円

保険引受収益 1,907億円

役務取引等収益 9億円

補助金等収益 1億円

その他経常収益 4億円

経常収益 2,262億円経常費用 2,324億円

特別利益 7億円

目的積立金取崩額
99億円

経常損失
62億円

当期総利益 43億円

・償却債権取立益 7億円



特別利益 7億円
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３．（d） 住宅資金貸付等勘定におけるセグメント別損益の状況

当期総利益は10億円となり、昨年度（33億円）に比べ23億円減益となりました。これは、貸付金残高が積み上がったため
貸付金利息は増加したものの、自己査定基準を見直した結果、貸倒引当金繰入額が増加したこと等によるものです。

当期総利益は34億円となり、昨年度（△26億円）に比べ60億円増益となりました。これは、求償債権の処理を進めた結果、
貸倒引当金戻入額（9億円）を計上したこと等によるものです。

住宅資金貸付等業務

保証協会承継業務

平成22年度

資金運用収益 242億円

役務取引等収益 6億円

その他業務収益 0億円

その他経常収益 0.7億円

経常収益 249億円

資金調達費用 155億円
役務取引等費用 5億円
その他業務費用 6億円
営業経費 34億円
その他経常費用 19億円
（うち貸倒引当金繰入額 19億円）

経常費用 219億円

特別損失 2億円 経常利益
29億円

当期総利益 33億円
特別利益6億円

保険引受費用 2,104億円

役務取引等費用 16億円

営業経費 37億円

その他経常費用 55億円

（うち貸倒引当金繰入額 55億円）

資金運用収益 83億円

保険引受収益 2,006億円

役務取引等収益 5億円

その他経常収益 0.2億円

経常収益 2,094億円経常費用 2,211億円

経常損失

117億円

当期総損失 26億円

目的積立金取崩額 45億円

特別利益46億円

・団信取引先の
株式会社化に伴う
株式割当益 40億円

・その他 7億円

東日本大震災の影
響による貸倒引当金
積み増し額

12億円

東日本大震災の影響による
貸倒引当金積み増し額

11億円

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。なお、単位に満たない場合は「0」と表示しています。

住
宅
資
金
貸
付
等
業
務

保
証
協
会
承
継
業
務

平成23年度

資金運用収益 260億円

役務取引等収益 5億円

補助金等収益 1億円

その他経常収益 3億円

経常収益 270億円

資金調達費用 161億円

役務取引等費用 6億円

その他業務費用 5億円

営業経費 34億円

その他経常費用 53億円

（うち貸倒引当金繰入額 52億円）

経常費用 260億円

経常利益 10億円当期総利益 10億円

保険引受費用 2,024億円

役務取引等費用 14億円

営業経費 35億円

その他経常費用 0.5億円

資金運用収益 81億円

保険引受収益 1,908億円

役務取引等収益 4億円

補助金等収益 0億円

その他経常収益 10億円

（うち貸倒引当金戻入額 9億円）

経常収益 2,002億円経常費用 2,073億円

経常損失

72億円
目的積立金取崩額 99億円

当期総利益 34億円
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３．（e） 既往債権管理勘定の損益の状況

経常利益は826億円となり、昨年度（△255億円）に比べ1,081億円増益となりました。これは、昨年度に引き続き、資金運用と資金調達の

金利収支差が改善したことや、東日本大震災に関連する貸倒引当金について被害状況等を詳細に調査し金額を精査したこと及び不良債

権の処理を進めた結果、貸倒引当金繰入額が減少したこと等によるものです。

さらに、特別利益として償却債権取立益10億円を計上したことにより、当期総利益は837億円となり、昨年度（△169億円）に比べ1,005億円

増益となりました。

平成22年度

資金調達費用 8,006億円

役務取引等費用 141億円

その他業務費用 0億円

営業経費 80億円

その他経常費用 1,377億円
（うち貸倒引当金繰入額 1,377億円）

資金運用収益 8,820億円

役務取引等収益 3億円

政府補給金収益 512億円

その他経常収益 14億円

経常収益 9,349億円経常費用 9,603億円

特別利益 86億円

当期総損失 169億円

経常損失

255億円

・抵当権移転登記引当金戻入額
51億円

・保証料返還引当金戻入額 25億円
・その他 11億円

東日本大震災の影響による
貸倒引当金積み増し額

637億円

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。なお、単位に満たない場合は「0」と表示しています。

平成23年度

資金調達費用 7,434億円

役務取引等費用 119億円

営業経費 77億円

その他経常費用 16億円
（うち貸倒引当金繰入額 16億円）

資金運用収益 7,601億円

役務取引等収益 2億円

政府補給金収益 790億円

補助金等収益 8億円

その他経常収益 71億円

経常収益 8,472億円経常費用 7,646億円

特別利益 10億円

・償却債権取立益 10億円

経常利益
826億円当期総利益 837億円
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【３の参考１】独法第一期の損益等の推移
（単位：億円）

H19'決算 H20'決算 H21'決算 H22'決算 H23'決算 H19'決算 H20'決算 H21'決算 H22'決算 H23'決算

△ 33 △ 28 △ 58 △ 258 338 △ 165 △ 193 △ 251 △ 509 △ 171

　 債権譲受業務経理 △ 32 △ 25 △ 29 △ 78 326 △ 152 △ 177 △ 205 △ 283 42

債務保証等業務経理 △ 1 △ 3 △ 29 △ 180 13 △ 13 △ 16 △ 45 △ 226 △ 213

3 △ 16 20 28 36 △ 47 △ 63 △ 44 △ 15 21

60 58 45 26 69 316 374 418 445 513

94 △ 63 △ 29 7 43 3,766 3,486 3,392 3,354 3,299

住宅資金貸付等業務経理 12 △ 29 6 33 10 △ 215 △ 244 △ 238 △ 205 △ 195

保証協会承継業務経理 82 △ 35 △ 34 △ 26 34 3,981 3,730 3,630 3,559 3,494

△ 1,693 △ 97 △ 1,445 △ 169 837 △ 5,284 △ 5,381 △ 6,826 △ 6,994 △ 6,158

△ 1,569 △ 146 △ 1,468 △ 366 1,323 △ 1,414 △ 1,777 △ 3,310 △ 3,720 △ 2,496

124 △ 50 △ 22 △ 197 487 3,869 3,604 3,516 3,274 3,662

42 △ 15 12 △ 171 453 △ 111 △ 126 △ 114 △ 285 168

 法人全体（既往勘定を除く）

 法人全体
（協会経理・既往勘定を除く）

当期総利益・当期総損失（△） 利益剰余金・繰越欠損金（△）

証券化支援勘定

住宅融資保険勘定

財形住宅資金貸付勘定

住宅資金貸付等勘定

既往債権管理勘定

法人全体



327,796
283,807

247,217
215,640

176,447

24,439

23,779

23,078

17,007

14,948

2,594

4,967

7,226

11,247

15,267

68,013

76,114

84,194

90,301

101,237

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

H19年度末 H20年度末 H21年度末 H22年度末 H23年度末

MBS
SB
その他の債券

借入金
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【３の参考２】独法第一期の主な資産・負債の推移

（単位：億円）

393,785
348,775

300,137 253,473
213,555

27,817 32,863 40,540
64,372

86,099

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

H19年度末 H20年度末 H21年度末 H22年度末 H23年度末

貸付金

買取債権

（単位：億円）

買取債権・貸付金の残高推移 債券・借入金の残高推移
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【３の参考３】貸倒引当金繰入れの主な発生要因（既往債権管理勘定）

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

貸倒引当金
6,847億円

（震災の影響による増：637億円）

貸倒引当金
4,816億円

（△2,032億円）

平成23年度決算

【主な要因】

〈東日本大震災関連〉（再掲）

①建物滅失による担保評価減に伴う引当金の増・・・26億円

②路線価調整率適用による担保評価減に伴う引当金の増・・・75億円

③災害特例（被災者を対象とした償還条件変更）適用による引当金の増・・・31億円

〈東日本大震災関連以外〉

④破綻懸念先大口先にキャッシュ・フロー控除法を適用したことによる引当金の増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・・・153億円

⑤新たな不良債権発生等による増　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・・・541億円
　※平成22年度末における不良債権（6ヶ月以上の延滞債権等）のうち、2,048億円は平成22年度に計上された貸倒

　　　引当金を平成23年度末に取り崩して処理（貸付金償却）されたが、平成23年度に新たな不良債権が発生した
　　　ため、これに対応する新たな貸倒引当金を計上する必要が生じている（貸付金償却による取崩後の額と平成
　　　23年度の貸倒引当金の差額を貸倒引当金繰入額としている。）。
　【｛H23破綻懸念先以下（2,047＋815－153-101）｝億円－｛H22破綻懸念先以下（3,411＋704）－貸付金償却2,048｝億円】

⑥平成22年度決算に震災の影響として引き当てた637億円と平成23年度に震災の
　影響として引き当てた132億円の差額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・△505億円

⑦その他の減要因として、延滞の減少、残高の減少、完済等による引当金の減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・・・△305億円

●震災の影響に伴う担保評価方法の見直し等による引当金の増加額は、
　①～③の合計である132億円です。ただし、これら以外にも延滞発生の原因が
　震災の影響である場合も想定されますが、延滞の原因が震災の影響かどうかを
　すべての債権について特定することは困難であるため、その影響額は
　〈東日本大震災関連〉には含めていません。

要注意先
788億円

正常先
336億円

平成22年度決算
平成23年度末
貸付金償却

破綻懸念先
727億円

貸付金償却
2,048億円

貸付金残高
236,456億円

破綻先・実質破綻先
2,047億円

（△1,404億円）

要管理先（条件緩和）
1,282億円

（△14億円）

破綻懸念先
815億円

(+88億円）

要管理先（３～５ヶ月延滞）
222億円（△28億円）

要注意先
176億円（△612億円）

正常先
274億円

（△62億円）

貸付金残高
197,020億円

破綻先・実質破綻先
3,451億円

要管理先（条件緩和）
1,296億円

要管理先（３～５ヵ月延滞）
250億円

新たに必要となる貸倒引当金

（＝貸倒引当金繰入額）

16億円

貸倒引当金を取崩し

建物滅失による担保

評価額減に伴う

引当金増： 26億円

路線価調整率適用による

担保評価額減に伴う

引当金増： 75億円

災害特例適用による

引当金増： 31億円

震災の影響による増

132億円

被災３県の正常先を要注意

先に引下げ（個人関係債

権）：555億円

物件の被害状況を踏まえた

見積額を正常先に上乗せ

（事業関係債権）：19億円

担保評価額減に伴う

増加分：63億円
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【３の参考４】貸倒引当金繰入れの主な発生要因（証券化支援勘定）

※ 単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

貸倒引当金
508億円

（震災の影響による増：108億円）

貸倒引当金
486億円

（△22億円）

買取債権残高
86,099億円

【主な要因】

〈東日本大震災関連〉（再掲）

①建物滅失による担保評価減に伴う引当金の増・・・1億円

②路線価調整率適用による担保評価減に伴う引当金の増・・・3億円

③災害特例（被災者を対象とした償還条件変更）適用による引当金の増・・・6億円

〈東日本大震災関連以外〉

④新たな不良債権発生等による増　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・138億円
　※平成22年度末における不良債権（6ヶ月以上の延滞債権等）のうち、106億円は平成22年度に計上された貸倒

　　　引当金を平成23年度末に取り崩して処理（貸付金償却）されたが、平成23年度に新たな不良債権が発生した
　　　ため、これに対応する新たな貸倒引当金を計上する必要が生じている（貸付金償却による取崩後の額と平成
　　　23年度の貸倒引当金の差額を貸倒引当金繰入額としている。）。
　【｛H23破綻懸念先以下（257+7）-4｝億円－｛H22破綻懸念先以下（221+7）－貸付金償却106｝億円】

⑤平成22年度決算に震災の影響として引き当てた108億円と平成23年度に震災の
　影響として引き当てた10億円の差額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・△98億円

⑥残高増に伴う正常先の増・・・37億円

⑦その他の減要因として、延滞の減少等による引当金の減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・・・△3億円

●震災の影響に伴う担保評価方法の見直し等による引当金の増加額は、
　①～③の合計である10億円です。ただし、これら以外にも延滞発生の原因が
　震災の影響である場合も想定されますが、延滞の原因が震災の影響かどうかを
　すべての債権について特定することは困難であるため、
　その影響額は〈東日本大震災関連〉には含めていません。

買取債権残高
64,372億円

破綻懸念先　7億円

要管理先（条件緩和）
28億円

要管理先（３～５ヵ月延滞）
25億円

貸付金償却
106億円

平成22年度決算
平成23年度末
貸付金償却 平成23年度決算

破綻先・実質破綻先
257億円

（+36億円）

要注意先
129億円

正常先
99億円

破綻先・実質破綻先
221億円

破綻懸念先 7億円(+1億円）

要管理先（条件緩和）
40億円

（+12億円）

要管理先（３～５ヶ月延滞）
27億円（+2億円）

要注意先
19億円（△109億円）

正常先
136億円

（+37億円）

新たに必要となる貸倒引当金

（＝貸倒引当金繰入額）

84億円

貸倒引当金を取崩し
建物滅失による担保

評価額減に伴う

引当金増： １億円

路線価調整率適用に

よる担保評価額減に

伴う引当金増： ３億円

災害特例適用による

引当金増 ６億円

震災の影響による増

10億円

被災３県の正常先を

要注意先に引下げ：

108億円
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【３の参考５】積立金の処分について

平成23年度は機構の第一期中期目標期間の最後の事業年度に当たるため、住宅融資保険勘定、財形住宅資金

貸付勘定及び住宅資金貸付等勘定における積立金については、機構法第18条の規定により、次表のとおり処分

しています。

※国庫納付は平成24年7月10日に行いました。

 住宅融資保険勘定 財形住宅資金貸付勘定 住宅資金貸付等勘定 

積立金の金額 2,123,281,381 円 51,318,733,071 円 329,869,806,386 円 

第二期中期目標期間

に繰り越すものとして

主務大臣の承認を受け

た金額 

－ 22,576,170,342 円 329,869,806,386 円 

国庫納付金額（※） 2,123,281,381 円 28,742,562,729 円 － 

 



本資料は、投資家の皆さまへの情報提供のみを目的としたものであり、債券の募集、売出し、売買などの勧誘を目的としたものではありません。

債券のご投資判断にあたりましては、当該債券の発行などにあたり作成された最終商品内容説明書などに記載された条件、内容や仕組み等、およびその他入手可能な

直近の情報などを必ずご確認いただき、投資家の皆さまのご自身の責任でご判断くださいますようお願い申し上げます。

【お問い合わせ先】

市場資金部市場企画グループ

TEL：03-5800-8049
URL：http://www.jhf.go.jp/
※投資家の皆様向けのページもございますのでご覧ください。

http://www.jhf.go.jp/investor/index.html


